
鳥取市生活バス路線運行費等補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取市生活バス路線運行費等補助金（以下「本補助金」という。）について鳥取市

補助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必

要な事項を定めるものとする。 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、利用者の減少により市民の日常生活に必要な交通手段であるバスの運行維持が困

難になっている路線において、バスを運行する事業者に対し、補助金を交付し、もって地域の福祉の

向上に資することを目的とする。 

 

（補助対象事業者） 

第３条 本補助金の交付の対象となる者は、バス運行対策補助金交付要綱（平成１３年国自旅第１６号）

第２条で定める乗合バス事業者とする。 

 

（補助対象路線等） 

第４条 本補助金の交付の対象となる路線、経費及び算定方法は、次の各号に掲げる事業に応じ、それ

ぞれ当該各号に掲げるものとする。 

（１）生活バス路線維持費補助事業 別表第１に掲げる路線、経費及び算定方法 

（２）新交通体系促進補助事業 別表第２に掲げる路線、経費及び算定方法 

２ 本補助金の交付の対象となる経費の額は、仕入控除税税額（当該経費に含まれる消費税及び地方消

費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額

として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消

費税率を乗じて得られた金額との合計額をいう。以下同じ。）を除くものとする。 

３ 本補助金の交付の対象となる期間は、本補助金の交付を受けようとする会計年度の前年度の１０月

１日から当該会計年度の９月３０日までの期間とする。 

   

（補助金の額の算定） 

第５条 本補助金は、前条第１項各号に掲げる事業に応じ、それぞれ当該各号に掲げる算定方法による

額以内で算定し、予算の範囲内で交付する。 

 

（交付申請書類に添付する書類） 

第６条 規則第４条第１号及び第２号に掲げる書類は、生活バス路線維持費補助事業にあっては様式第

１号及び様式第２号、新交通体系促進補助金事業にあっては様式１号及び様式第３号とする。 

２ 規則第４条第４号に掲げる書類は、次の各号に掲げる事業に応じ、それぞれ当該各号に掲げるもの

とする。 

（１）生活バス路線維持費補助事業 

ア 補助対象期間に係る旅客自動車運送事業等報告規則（昭和３９年運輸省令第２１号）第２条第

２項の事業報告書及びこれに関連する必要な事項を記載した書類 

イ 補助対象期間における運行系統別輸送実績及び補助金算定表 

ウ 補助対象期間における補助対象系統ごとの損益の内訳及び平均乗車密度を記載した書面 



エ 「地域キロ当たり標準経常費用」、「乗合バス事業者キロ当たり経常費用」を明らかにした書面 

オ 補助対象路線の運行系統図 

（２）新交通体系促進補助事業  

ア 補助対象期間に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の事業報告書及びこれに関連

する必要な事項を記載した書類 

イ 補助対象期間における運行系統別輸送実績及び補助金算定表 

ウ 補助対象期間の補助対象系統ごとの損益の内訳及び平均乗車密度を明らかにした書面 

  エ「地域キロ当たり標準経常費用」、「乗合バス事業者キロ当たり経常費用」を明らかにした書 

   面 

オ 補助対象路線の運行系統図 

   

（交付申請の時期） 

第７条 本補助金の交付申請は、それぞれ会計年度の１２月１０日までに行わなければならない。 

２ 本補助金の交付を受けようとする者は、交付申請に当たり、仕入控除税額が明らかでない場合は、

第４条第２項の規定に関わらず、仕入控除税額を含む経費の額により算定した額の範囲内で交付申請

をすることができる。 

 

（着手届を要しない場合） 

第８条 規則第１０条第３号の市長が別に定める場合は、同項第１号又は第２号に規定する補助事業以

外のすべての補助事業に係る場合とする。 

 

（実績報告） 

第９条 規則第１２条の報告書に添付すべき同条第１号及び第２号及に定める書類は、生活バス路線維

持費補助事業にあっては様式第１号及び様式第２号、新交通体系促進補助事業にあっては様式第１号

及び様式第３号とし、同条の規定による報告は本補助金交付申請と同時に行うものとする。 

２ 補助事業者は、実績報告に当たり、その時点で明らかになっている仕入控除税額（以下「実績報告

控除税額」という。）が交付決定額に係る仕入控除税額（以下「交付決定控除税額」という。）を超え

る場合は、経費の額からその超える額を控除して報告しなければならない。 

３ 補助事業者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、その額が実績

報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超える場合は、交付決定控除税額）を超える

時は、速やかに市長に報告し、その返還命令を受けて、当該超える額に対応する額を市に返還しなけ

ればならない。 

 

（その他） 

第１０条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、運行費補助金の交付について必要な事項は、都市整

備部長が別に定める。 

 



   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は平成１４年３月１２日から施行し、平成１３年４月１日から適用する。 

 （補助金の算定方法の特例） 

２ 第４条第１項第１号の規定にかかわらず、令和２年度に限り、生活バス路線維持費補助事業に係る

補助金の算定方法は、補助対象経費×１００／１００（ただし、令和２年度において鳥取県新型コロ

ナウイルス対策路線バス事業者緊急応援事業補助金又は鳥取市路線バス運行継続緊急支援事業補助金

の交付を受けた場合は、当該補助金の交付確定額を控除した額）とする。 

３ 令和２年度に限り、新交通体系促進補助事業に係る補助金の算定においては、別表第２中「※佐治、

西郷、勝部、散岐及び江波赤波以外の路線で、平均乗車密度が１．５人未満の系統においては、上記

で算定された補助金額に１０分の９を乗じた額とする。」とあるのは、「令和２年度において鳥取県新

型コロナウイルス対策路線バス事業者緊急応援事業補助金又は鳥取市路線バス運行継続緊急支援事業

補助金の交付を受けた場合は、当該補助金の交付確定額を控除した額とする。」とする。 

４ 第４条第１項第１号の規定にかかわらず、令和３年度及び令和４年度に限り、生活バス路線維持費

補助事業に係る補助金の算定方法は、補助対象経費×１００／１００（ただし、令和３年度において

鳥取市路線バス運行継続緊急支援事業補助金の交付を受けた場合は、当該補助金の交付確定額を控除

した額）とする。 
５ 令和３年度及び令和４年度に限り、新交通体系促進補助事業に係る補助金の算定においては、別表

第２中「※佐治、 
西郷、勝部、散岐及び江波赤波以外の路線で、平均乗車密度が１．５人未満の系統においては、上記

で算定された補助金額に１０分の９を乗じた額とする。」とあるのは、「令和３年度において鳥取市路

線バス運行継続緊急支援事業補助金の交付を受けた場合は、当該補助金の交付確定額を控除した額と

する。」とする。 
 
   附 則 
 この要綱は平成１５年４月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は平成１６年１２月６日から施行し、平成１５年１０月１日から適用する。 
   附 則 
 この要綱は平成１８年３月２４日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 
   附 則 
 この要綱は、平成２２年１０月１日から施行し、平成２２年度の補助事業から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年７月３１日から施行し、平成２７年度の補助事業から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年３月２日から施行し、平成２９年度の補助事業から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和元年１２月１０日から施行し、令和元年度の補助事業から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年１１月５日から施行し、令和２年度の補助事業から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年１１月１９日から施行し、令和３年度の補助事業から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年１１月１日から施行し、令和４年度の補助事業から適用する。 



様式第１号（第６条、第９条関係） 
  年  月  日 

 

 

鳥取市長 様 
                               住所 
                               事業者名 
                               代表者 
 

年度鳥取市生活バス路線運行費等補助金事業計画（報告）書 

 
１ 運行系統数及び補助金額 

運行系統数 補助金申請額 
         系統        千円 

 
２ 補助金の交付を受けようとする理由 
 
３ 申請事業者の概要 

（１） 乗合バス事業者の概要 

補助対象 
期 間 の 
損益状況 

乗  合  バ  ス  事  業 
営業収益 千円 営業外収益 千円 経常収益 千円 
営業費用 千円 営業外費用 千円 経常費用 千円（イ） 
営業損益 千円 営業外損益 千円 経常損益 千円 

乗合バス事業の

補助対象期間の

実車走行キロ 

   口 
 
            

㎞ 

 経常収支率 ％ 
 

 
（２） 代替バス事業者の概要 

補助対象 
期 間 の 
損益状況 

代  替  バ  ス  事  業 
営業収益 千円 営業外収益 千円 経常収益 千円 
営業費用 千円 営業外費用 千円 経常費用 千円 
営業損益 千円 営業外損益 千円 経常損益 千円 

代替バス事業の

補助対象期間の

実車走行キロ 

    
 
            

㎞（口） 

 

経常収支率 ％ 

 

 
４ キロあたり補助対象経常費用 

（１）乗合バス・キロ当たり補助対象経常費用 
乗合バス事業者キロ当たり経常

費用（実績） （ハ） 
地域キロ当たり標準

経常費用 （二） 
キロ当たり補助対象経常費用 

（ハ）又は（二）のいずれか少ない方の額（ホ） 
   

 

（２）代替バス・キロ当たり補助対象経常費用 
代替バス事業者キロ当たり経常

費用（実績） （ハ’） 
地域キロ当たり標準

経常費用 （二’） 
キロ当たり補助対象経常費用 

（ハ’）又は（二’）のいずれか少ない方の額（ホ’） 
   



様式２号（第６条、第９条関係） 

 

 

年度生活路バス路線維持費補助事業計画（報告）書 
 

１ 運行路線の概要                                             

路

線

名 
 

系

統

名 

起点・

終点 
（経由

地） 

系統 
キロ 
程 

平 均 乗

車密度 
 

運

行

回

数 

輸

送

量 

実車走

行キロ

程 

補助対 
象キロ 
程 

経

常 
費

用 
 

経常 
収益 

損

益 
収 支

比率 
補助対

象経費

の総額 

補助

金交

付申

請額 

   ｋｍ    ｋｍ ｋｍ 千

円 

千円   千円 千

円 

               
路線 計              

 

２ 補助金申請額             （単位：円）                 

補助対象経費の総額 補助金申請額 
 

 円 
合  計  

 
３ 収支予算（決算） 
（１）収入の部                              （単位：円） 

区 分 予算（決算）額 備考 
市補助金   

   
   

合  計   

 

（２）支出の部                              （単位：円） 

区  分 内  容 経  費 積算内訳 
運行費    
    

合  計    

 

 



（記載要領） 
 ・補助対象期間は、補助金の交付を受けようとする会計年度の前年度の１０月１日から当該年度の９月３０

日までである。 
 ・補助金申請額は、１，０００円未満は切り捨てること。 
 ・申請様式中の「法」とは道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）のことである。 
 ・「キロ当たり経常費用｣の各欄は、道路運送法第４条による乗合バス事業と改正前の道路運送法（平成１８

年１０月１日一部改正）第２１条による代替バス事業を区分して記載すること。 
 ・補助対象事業者の決算期間が補助対象期間と相違している事業者にあっては、一般旅客事業者運送事業会

計規則に従って補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況を補助対象期間の損益状況欄に記載すること。 
  ・補助対象期間の損益状況の欄中路線バス事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、

昭和５２年５月１７日付自総第３８８号、自旅第１５１号、自貨第５５号によること。 
 ・地域キロ当たり標準経常費用は、バス運行対策費補助金交付要綱（平成１３年５月１５日付国自旅第１６

号）の「地域キロ当たり標準経常費用」によること。 
  ・キロ当たりの補助対象経常費用は、銭未満については切り捨てること。 
 ・県外区間走行キロ程がある場合、「３運行系統の概要」中の「経常費用」「経常収益」は、県内区間走行キ

ロ程に係るもののみ記載すること。 
 ・平均乗車密度は、「運行収入」÷「実車走行キロ」÷「平均賃率」と連算し、その値について小数点以下

第１位（第２位以下切捨て）まで算出し記載すること。 
 ・１日の運行回数は１往復を１回とし、補助対象期間の１日当たりの平均運行回数を記載すること。 
・起点・終点欄にはその地名及び主な経由地名を記載すること。 

 ・実車走行キロ程は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出し、補助対象期間の総走行キロを記載

すること。 
 



様式第３号（第６条、第９条関係） 

 
 

年度新交通体系促進補助事業計画（報告）書 
 
１ 補助金の交付を受けようとする理由 
 
２ 運行路線の概要  

 

 

 

 

 

 

 

３ 補助金申請額               （単位：円） 

補助対象経費の総額 補助金申請額 
 

 円 
合  計  

 
４ 収支予算（決算） 
（１）収入の部                （単位：円） 

区 分 予算（決算）額 備考 
市補助金   
合  計   

 
（２）支出の部                （単位：円） 

区  分 予算（決算）額 備考 
運行費   

合  計   
 
 

 系 統

名 
起点・終

点 
（ 経 由

地） 

系統 
キロ 
程 

平 均

乗 車

密度 
 

運行回

数 
輸

送

量 

実 車

走 行

キ ロ

程 

補助対 
象キロ 
程 

経常 
費用 
 

経常 
収益 
 

損

益 
収 支

比率 
補助対象

経費の総

額 

補助金

交付申

請額 

   ｋｍ    ｋｍ ｋｍ 千円 千円   千円  

               
路線 計              



（記載要領） 
 ・補助対象期間は、補助金の交付を受けようとする会計年度の前年度の１０月１日から当該年度の９月３０

日までである。 
 ・補助金申請額は、１，０００円未満は切り捨てること。 
 ・申請様式中の「法」とは道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）のことである。 
 ・「キロ当たり経常費用｣の各欄は、道路運送法第４条による乗合バス事業と改正前の道路運送法（平成１８

年１０月１日一部改正）第２１条による代替バス事業を区分して記載すること。 
 ・補助対象事業者の決算期間が補助対象期間と相違している事業者にあっては、一般旅客事業者運送事業会

計規則に従って補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況を補助対象期間の損益状況欄に記載すること。 
  ・補助対象期間の損益状況の欄中路線バス事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、

昭和５２年５月１７日付自総第３８８号、自旅第１５１号、自貨第５５号によること。 
 ・地域キロ当たり標準経常費用は、バス運行対策費補助金交付要綱（平成１３年５月１５日付国自旅第１６

号）の「地域キロ当たり標準経常費用」によること。 
  ・キロ当たりの補助対象経常費用は、銭未満については切り捨てること。 
 ・県外区間走行キロ程がある場合、「３運行系統の概要」中の「経常費用」「経常収益」は、県内区間走行キ

ロ程に係るもののみ記載すること。 
 ・平均乗車密度は、「運行収入」÷「実車走行キロ」÷「平均賃率」と連算し、その値について小数点以下

第１位（第２位以下切捨て）まで算出し記載すること。 
 ・１日の運行回数は１往復を１回とし、補助対象期間の１日当たりの平均運行回数を記載すること。 
・起点・終点欄にはその地名及び主な経由地名を記載すること。 

 ・実車走行キロ程は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出し、補助対象期間の総走行キロを記載

すること。 

 

 
 


